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予算総額766億4,538万円
一般会計は422億4,600万円で0.2%の減

予算審査特別委員会

　予算審査特別委員会とは､新年度

予算が適正に編成され､健全で効率の

よい財政運営が図られるかどうかを

審査するために設置される委員会で

す｡

　なお､委員は次のとおりです｡

委 員 長　鈴木　　有

副委員長　齊藤登美生

委　　員　平井　正一　岡田早和子

　　　　　鶴岡　　潔　内田　陽一

　　　　　菅野　　保　小俣　文宣

　　　　　金子　博美　添田ひろ子

�■
一
般
会
計

　

歳
入
で
は
、合
併
特
例
債
は 

事
業
費
の
九
十
五
％
を
起
債
で

き
る
か
ら
と
い
っ
て
多
用
し
て

い
る
と
後
で
大
変
な
こ
と
に
な

る
。合
併
後
十
年
が
過
ぎ
た
ら 

借
金
の
大
き
な
山
が
残
っ
た
と

い
う
こ
と
の
な
い
よ
う
な
財
政

運
営
を
求
め
る
。

　

歳
出
の
総
務
費
で
は
、市
役 

所
を
事
業
の
企
画
立
案
と
管
理

だ
け
に
し
、集
め
た
税
金
を
住 

民
サ
ー
ビ
ス
の
担
い
手
で
あ
る

民
間
事
業
者
に
配
分
す
る
だ
け

の
組
織
に
し
て
し
ま
え
ば
、お 

の
ず
と
住
民
サ
ー
ビ
ス
の
質
の

低
下
を
招
く
こ
と
に
な
る
た 

め
、目
標
年
度
ま
で
に
職
員
を 

反
対
討
論

反 
対 
討 
論

一
〇
三
〇
人
に
す
る
行
革
に
は

反
対
で
あ
る
。ま
た
、欠
員
と 

な
っ
た
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
検

討
委
員
会
の
専
門
委
員
を
公
募

せ
ず
に
決
め
る
や
り
方
は
市
民

参
加
の
推
進
に
反
し
て
い
る
。

　

民
生
費
で
は
、難
病
見
舞
金 

の
大
幅
カ
ッ
ト
が
改
善
さ
れ 

ず
、特
に
ぜ
ん
そ
く
や
ア
レ
ル 

ギ
ー
性
皮
膚
炎
な
ど
子
供
の
慢

性
的
な
病
気
へ
の
支
援
が
不
足

し
て
い
る
。ま
た
、児
童
虐
待 

が
増
え
て
い
る
中
、体
制
強
化 

を
図
る
と
と
も
に
専
門
家
の 

ケ
ー
ス
ワ
ー
カ
ー
の
充
実
が
必

要
で
あ
る
。学
童
保
育
所
で
は 

年
々
過
密
化
が
ひ
ど
く
な
っ
て

お
り
、分
割
を
含
め
た
保
育
環 

境
の
改
善
が
急
務
で
あ
る
の
に
、 

民
間
委
託
優
先
の
方
針
が
混
乱

を
招
い
て
い
る
。

　

衛
生
費
で
は
、自
治
会
へ
の
薬 

剤
配
布
は
流
山
市
で
も
国
の
通

達
と
市
民
要
望
か
ら
廃
止
し
て

お
り
、早
急
に
廃
棄
物
減
量
等 

推
進
員
と
廃
止
に
向
け
た
議
論

を
す
べ
き
で
あ
っ
た
。ま
た
、リ

サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ
ー
移
転
は
五

年
間
の
猶
予
し
か
な
い
の
に
、 

民
間
ま
る
投
げ
の
Ｐ
Ｆ
Ｉ
�※
 
 

事
業
で
進
め
た
結
果
、暗
礁
に 

乗
り
上
げ
て
し
ま
い
、建
設
が 

間
に
合
わ
な
い
状
況
と
な
っ
て

悪
は
過
去
に
も
な
く
、こ
の
不 

況
の
折
に
、冷
た
い
対
応
と
言 

わ
ざ
る
を
得
な
い
。

■
介
護
保
険
特
別
会
計

　

ス
タ
ー
ト
以
来
、制
度
の
改 

悪
ば
か
り
続
い
た
が
、市
が
独 

自
に
カ
バ
ー
し
よ
う
と
す
る
施

策
も
な
く
、所
得
の
低
い
人
へ 

の
保
険
料
や
利
用
料
の
減
免
も

不
十
分
で
あ
る
。

�■
一
般
会
計

　

歳
入
で
は
、市
税
が
景
気
後 

退
の
影
響
で
三
億
六
〇
〇
万
円

の
減
額
と
な
っ
て
い
る
。ま
た
、

地
方
交
付
税
、普
通
交
付
税
の
振

替
措
置
で
あ
る
臨
時
財
政
対
策

賛
成
討
論

賛 
成 
討 
論

い
る
。

　

土
木
費
で
は
、宮
崎
、七
光

台
、大
和
田
団
地
の
各
市
営
住

宅
は
昭
和
四
十
年
代
半
ば
の
建

設
で
、著
し
く
老
朽
化
し
て
お

り
、高
齢
の
入
居
者
が
安
心
し 

て
快
適
に
生
活
で
き
る
状
況
で

は
な
く
建
て
替
え
の
検
討
が
必

要
で
あ
る
。鶴
奉
団
地
跡
地
は 

売
却
す
る
の
で
は
な
く
、市
営 

住
宅
を
建
設
す
べ
き
で
あ
る
。

　

教
育
費
で
は
、設
備
や
備
品 

な
ど
の
予
算
が
抑
え
ら
れ
て
い

る
た
め
、子
供
た
ち
の
学
習
環 

境
に
非
常
に
大
き
な
影
響
を
与

え
て
い
る
と
指
摘
す
る
。

■
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

　

応
益
割
で
あ
る
平
等
割
を
一

挙
に
四
四
〇
〇
円
も
上
げ
た
改

　平成21年度各会計予算の審査に当たっては､ 
10人の委員で構成する予算審査特別委員会を 
設置し、3月18日から3日間にわたり慎重に審 
査を行い､各会計予算を原案のとおり可決しま 
した｡

平成２１年度各会計予算を可決

平成21年度各会計予算規模
対前年度
増 減 率予算額（千円）区　　　　分

△0.2%42,246,000一 般 会 計

3.5%16,835,800国 民 健 康 保 険
特 　
　

別 　
　

会 　
　

計

△15.5%3,876,000下 水 道 事 業

△95.3%49,000老 人 保 健

△19.3%109,000用 地 取 得

6.4%6,477,300介 護 保 険

△6.8%437,000次木親野井特定土地 
区 画 整 理 事 業

△6.7%984,500後期高齢者医療

△3.0%28,768,600小 計

1.4%5,630,780水 道 事 業

△1.1%76,645,380合 計

※PFIとは、民間の資金と経営能力・技術力を活用し、公共施設等の設置や維持管理などを行う公共事業の手法
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債
、地
方
消
費
税
交
付
金
は
増

額
が
見
込
ま
れ
る
が
、地
方
譲 

与
税
、配
当
割
交
付
金
、株
式
等

譲
渡
所
得
割
交
付
金
、自
動
車

取
得
税
交
付
金
は
減
額
を
見
込

ん
で
お
り
、昨
年
度
に
も
増
し 

て
必
要
な
一
般
財
源
の
確
保
が

非
常
に
厳
し
い
状
況
と
な
っ
て

い
る
。こ
の
よ
う
な
中
、合
併
時

に
約
束
し
た「
行
政
サ
ー
ビ
ス 

は
基
本
的
に
そ
の
水
準
を
落
と

さ
な
い
」と
の
基
本
的
な
行
政 

運
営
の
あ
り
方
を
守
り
つ
つ
、 

合
併
特
例
債
の
有
効
活
用
や
指

定
管
理
者
制
度
導
入
の
推
進
、

給
与
の
適
正
化
を
は
じ
め
、経 

費
の
聖
域
な
き
見
直
し
を
行
い
、

ま
た
、多
種
多
様
な
市
民
要
望 

を
考
え
、財
政
健
全
化
法
や
プ 

ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
�※
 

を 

考
慮
し
て
現
実
を
直
視
し
た
予

算
編
成
で
あ
る
と
評
価
す
る
。

　

歳
出
の
総
務
費
で
は
、北
部 

地
区
の
ま
め
ば
ん
設
置
費
用
を

含
む
安
全
安
心
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

等
防
犯
活
動
支
援
事
業
費
及
び

梅
郷
駅
東
口
自
転
車
等
駐
車
場

整
備
事
業
費
が
計
上
さ
れ
、市 

民
生
活
の
安
全
と
利
便
性
の
向

上
が
期
待
さ
れ
る
。

　

民
生
費
で
は
、福
祉
の
ま
ち 

づ
く
り
事
業
費
、あ
す
な
ろ
職 

業
指
導
所
指
定
管
理
料
、地
域

密
着
型
サ
ー
ビ
ス
等
拠
点
整
備

補
助
金
な
ど
が
計
上
さ
れ
て
い

る
。児
童
福
祉
関
係
で
は
、次
木

親
野
井
地
区
と
七
光
台
駅
西
側

の
私
立
保
育
所
開
設
に
伴
う
運

営
委
託
料
及
び
保
育
事
業
補
助

金
の
増
額
、七
光
台
第
二
学
童

保
育
所
設
置
工
事
等
が
計
上
さ

れ
、少
子
化
対
策
と
し
て
待
機 

児
童
の
解
消
と
子
育
て
環
境
の

改
善
が
図
ら
れ
て
い
る
。

　

衛
生
費
で
は
、公
費
負
担
健

康
診
査
回
数
を
拡
充
す
る
妊
婦

一
般
健
康
診
査
費
や
乳
幼
児
医

療
費
助
成
な
ど
と
と
も
に
、新 

た
に
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
対

策
に
係
る
費
用
も
計
上
さ
れ
て

い
る
。

　

労
働
費
で
は
、無
料
職
業
紹

介
相
談
員
、緊
急
雇
用
対
策
奨

励
金
が
計
上
さ
れ
、最
近
の
雇 

用
情
勢
に
配
慮
し
て
い
る
。

　

農
林
水
産
業
費
で
は
、農
産

物
ブ
ラ
ン
ド
化
推
進
事
業
の
一

環
と
し
て
、玄
米
黒
酢
農
法
補 

助
金
、も
み
殻
牛
ふ
ん
堆
肥
の 

運
搬
散
布
等
に
係
る
費
用
が
計

上
さ
れ
て
い
る
。

　

土
木
費
で
は
、浸
水
対
策
と 

し
て
の
排
水
整
備
事
業
に
重
点

的
に
配
分
さ
れ
た
ほ
か
、合
併 

関
連
事
業
の
船
形
吉
春
線
道
路

改
良
事
業
、江
戸
川
左
岸
連
絡

道
路
を
は
じ
め
と
す
る
生
活
道

路
等
整
備
事
業
費
が
計
上
さ
れ

て
い
る
。

　

教
育
費
で
は
、合
併
関
連
の 

耐
震
補
強
事
業
、ト
イ
レ
改
修 

の
ほ
か
、北
部
小
学
校
普
通
教

室
等
整
備
事
業
が
計
上
さ
れ
て

い
る
。社
会
教
育
関
係
で
は
、文

化
会
館
空
調
設
備
改
修
設
計
委

託
料
、武
道
場
整
備
費
な
ど
が 

計
上
さ
れ
、多
く
の
市
民
要
望 

に
沿
っ
た
予
算
措
置
が
さ
れ
て

い
る
。

■
各
特
別
会
計

　

各
々
の
目
的
に
沿
っ
た
適
切

な
予
算
編
成
が
さ
れ
て
い
る
。

審査風景

その他　4.7％ 
19億8,072万8千円 

土木費　15.9％ 
67億900万3千円 

消防費　4.1％ 
17億4,552万8千円 

農林水産業費　2.0％ 
8億5,679万9千円 

総務費　10.7％ 
45億895万9千円 

教育費　11.4％ 
48億712万円 

公債費　11.5％ 
48億5,155万1千円 

衛生費　9.7％ 
41億1,284万7千円 

民生費　30.0％ 
126億7,346万5千円 

歳　出 
422億4,600万円 

歳　入 
422億4,600万円 

市税　53.6％ 
226億2,651万6千円 

一般会計予算の内訳 

国庫支出金 
8.1％ 

34億3,053万 
9千円 

県支出金　4.2％ 
17億5,667万1千円 

その他　7.7％ 
32億3,297万 
8千円 
 

地方消費税交付金 
3.4％ 

14億2,416万6千円 
 

使用料及び手数料　2.9％　12億4,487万8千円 
 繰入金　1.8％　7億7,486万9千円 
 繰越金　2.0％　8億6,000万円 
 

市債　10.1％ 
42億8,260万円 

地方交付税　6.2％ 
26億1,278万3千円 

※プライマリーバランスとは、公債などの借入収入を除いた税収などによる歳入と、借入に対する元利払いを除いた歳出の収支
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